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１．収支見通しの概要 

  下水道事業の今後の収支見通しについては、令和３年３月の「大阪市下水道経営戦略（2021～

2030）」において、経営戦略期間の令和 12 年度までを財政計画として策定しました。 

下水道事業が将来にわたって安定的な事業経営を推進していくために、直近の状況を反映し、一

定の前提により試算したものです。 

 

２．試算の前提条件 

 

下水道使用料

一般会計補助金

長期前受金戻入

その他

人件費

物件費

減価償却費

支払利息

国庫補助金

企業債

その他

建設改良費

企業債償還金等

・経営戦略の投資計画をもとに「中長期の経済財政に関する試算」

（内閣府：令和６年１月）で想定される物価上昇率を反映させ算定

既発債及び今後発行予定の企業債を償還計画に基づいて算定

資本的収入

建設改良費に連動するものとして算定

建設改良費に連動するものとして算定

隣接都市共同処理事業負担金等について、負担割合に応じ算定

資本的支出

経常費用

現在と同水準の職員数で推移するものとし、令和５年度の給与改定を

反映して算定

・動力費、薬品費、修繕費、材料費及び委託料等は、「中長期の経済

財政に関する試算」（内閣府：令和６年１月）で想定される物価上昇

率を反映させ算定

・ 管渠、処理場・抽水所の維持管理費は、令和４年度から実施してい

るクリアウォーターOSAKA株式会社との包括委託契約（２０年間）を

もとに物価上昇等の影響を反映して算定

・既存資産は令和４年度決算時点の固定資産及び建設仮勘定から定額

法にて算定

・新規資産は建設改良費から取得資産を算定し定額法にて算定

「今後の財政収支概算」（大阪市：令和６年２月）に基づき利率変動

を見込んで算定

経常収益

・ 生活水量は、「大阪市人口ビジョン（大阪市政策企画室：令和2年3

月）」で示されている人口予測をもとに算定

・ 商業水量、業務水量については、「中長期の経済財政に関する試

算」（内閣府：令和６年１月）に示されているベースラインの実質

GDP成長率をもとに算定

雨水公費・汚水料金収入の負担区分に基づき算定

建設改良費の財源である国庫補助金等を減価償却費の発生に合わせて

算定

消化ガス発電事業によるガス売却収益等は現時点における実績値に基

づいて算定
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３．収支見通し試算結果 

 

  

＜収益的収支＞ （単位：億円、税抜）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

経常収益 769 785 797 790 804 813 820 838 848 867 871 872

下水道使用料 360 370 370 371 371 372 371 375 375 378 377 377

一般会計補助金 234 239 240 235 243 247 253 260 268 280 283 287

長期前受金戻入 156 154 167 165 170 175 176 184 186 190 191 188

その他 20 22 20 20 20 19 19 19 19 19 19 19

経常費用 739 767 787 774 790 791 801 826 842 863 872 879

人件費 22 22 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23

物件費 266 297 293 294 293 278 279 280 281 282 281 282

減価償却費 416 417 436 418 430 441 445 464 472 487 491 490

支払利息 35 32 34 39 44 48 54 59 66 72 78 84

30 18 10 16 13 22 19 12 6 4 ▲ 2 ▲ 7

＜資本的収支＞ （単位：億円、税込）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

資本的収入 454 717 516 606 523 529 541 555 560 509 547 552

国庫補助金 139 250 171 201 161 163 166 165 170 161 163 164

企業債 268 395 323 347 341 351 361 369 376 342 381 384

その他 47 72 23 58 21 15 14 21 14 6 3 4

資本的支出 728 1007 838 930 810 828 836 853 849 807 819 883

建設改良費 444 716 501 642 558 565 579 594 598 540 579 584

企業債償還金等 284 290 337 287 252 263 257 259 250 267 239 300

▲ 274 ▲ 290 ▲ 321 ▲ 323 ▲ 287 ▲ 299 ▲ 295 ▲ 299 ▲ 289 ▲ 298 ▲ 272 ▲ 332

384 402 390 370 390 415 444 473 514 551 614 614

4,439 4,544 4,530 4,589 4,678 4,767 4,871 4,981 5,107 5,182 5,324 5,408

（注１）表内計算について、端数処理の関係により数値が合わないことがあります。

（注２）R４年度は決算、R５年度は決算見込額、Ｒ６年度は予算、Ｒ７年度以降は試算値です。

（注３）Ｒ４、Ｒ５年度は前年度からの繰越金額を含みます。

（注４）Ｒ４、Ｒ５年度の下水道使用料は、減額に伴う一般会計からの補塡額を含む。

＜経営指標＞

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

104.1 102.4 101.3 102.2 101.7 102.9 102.4 101.5 100.7 100.5 99.9 99.3

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

90.8 90.5 95.4 96.9 95.9 98.3 97.5 95.8 94.4 94.0 92.9 91.9

（注５）汚水処理経費は、経常費用から、雨水処理経費、長期前受金戻入（国庫補助金等）、隣接市下水処理経費を差し引いて算出しています。

経費回収率

使用料で回収すべき経費（汚水処理経費）を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標。

100％を上回れば、使用料収入で汚水処理経費を回収できている。

経常損益

収支差引

資金残高

企業債残高

経常収支比率

使用料収入や一般会計補助金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標。

単年度黒字であれば、100％以上となる。
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４．試算結果の分析 

  主な項目についての分析は以下のとおり。 

 

〇下水道使用料収入 

コロナ禍からの回復を見込んだ令和６年度をベースに、人口減少の影響による減収と、内閣府が

示している「中長期の経済財政に関する試算」（令和６年１月）の経済成長による増収を見込んで

います。 

         ※令和 4・５年度は下水道使用料減額に伴う一般会計からの補塡額を含む 

〇物件費 

直近のエネルギー価格等、物価の状況を見込んだ令和６年度をベースに、内閣府が示している

「中長期の経済財政に関する試算」（令和６年１月）の物価上昇率や、施設の改築更新完了に伴う

修繕費の減少などを見込んでいます。 
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〇経常損益 

老朽施設の改築等による建設改良費の増加によって、減価償却費・支払利息が増加することか

ら、令和 10 年度以降収支が悪化し、期間の終盤は赤字となる見込みです。 

 

〇建設改良費 

経営戦略の投資計画・下水道施設管理計画に基づく事業費をもとに、近年の契約不調・不落の影

響による事業の遅れや、建設単価の高騰を反映し、令和７年度以降は内閣府が示している「中長期

の経済財政に関する試算」（令和６年１月）の物価上昇率を見込んでいます。 

※令和５年度は令和４年度からの繰越 241 億円を含む 
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〇資金残高 

今後、企業債償還金の減などによって増加を続け、期間の終盤では 600 億円を超える資金を確保

できる見通しです。 

 

 

〇企業債残高 

今後、建設改良費の増加に伴い、企業債発行額が高水準で推移することから、増加を続け 5,000

億円を超える見通しです。 
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５． 前回版（令和５年９月版）との比較 

・ 電気料金などが値下がり傾向にあり、落ち着きが見られることから、経常収支は年平均で約

23億円改善しています。 

・ 収支改善により、資金残高は令和 14 年度末時点で 262 億円増加しています。 

・ 投資計画に大きな変更がなかったことから、企業債残高は同程度となっています。 

 

６．まとめ 

・ 今後 10 年間は一定の資金を継続して確保できる見通しであるものの、引き続き施設の維持管

理費経費に大きな影響を与えるエネルギー価格の動向を注視する必要があり、減価償却費や支

払利息及の増加等により収支の悪化が見込まれることや、企業債残高の増加により将来負担の

影響も考慮する必要があることから、新たな収入の確保、更なる経費の削減に取り組みます。

また、上記のような社会情勢の変化に加え、気候変動を踏まえた浸水対策など新たに取り組む

必要があることから、令和６年度に経営戦略の精査、見直しを行います。 

・ 本収支見通しは、現時点での一定の前提条件のもとで試算したものであり、今後の社会経済環

境の変化等により変動することも考えられるため、予算や決算を考慮したうえで、変動要因を

反映し、収支見込みを更新していきます。



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




